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	男女がともに生きる政策を
自治労は、ＩＬＯ156 号条約（家族的責任を有する労働者に関する条約）が批准された1995 年に「男女がともに担う自治労計画」を策定し、男女平等社会を形成するための政府・地方自治体・雇用主への「３つの要求」を柱とする「男女がともに生きる政策」を進めてきました。
改正均等法以降の運動拡大
1999 年の改正均等法や男女共同参画社会基本法制定を受けての各自治体の条例と計画策定、2005 年の育児介護休業法と次世代育成支援対策推進法制定による特定事業主行動計画の策定、2008 年改正パート労働法、ワーク・ライフ・バランス憲章と行動指針の策定、2009 年の育児介護休業法の改正と自治体の条例改正など、法制度の改正や社会情勢の変化に対応して、運動を前進させてきました。

女性参画の自治労運動を
また、自治労組織としても、2001 年に「男女がともに担う自治労第２次計画」を策定し、その中で組合役員への女性の参画を３割とする目標を掲げながら、運動
	
	
	の前進に向け、2002 年から政府・自治体への政策要求と男女平等の職場づくりのための雇用主要求を全単組において、女性の参画で進めていく「男女平等産別統一闘争」を取り組んできました。
希望をもって確実な前進を
　「職場の男女平等」、「男女労働者の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」、「男・女、正規・非正規、公・民の間にある格差の是正と均等待遇」を実現する課題は、自治労組織を挙げた重要な課題です。

「Let's challenge」は、希望をもって確実に前進するための合言葉です。

	
	
	
	



春闘の統一要求書と一緒に提出した「2010年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」の回答を２月２５日に町長から受けました。これをご報告し、秋季闘争に向けた町政と職場に係る「男女平等」の課題を考えていきます。　【次号は職場改善の要求と回答】

	要　求 【町政について】
	１．男女平等社会実現にむけて
（１）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参画計画を制定すること。策定にあたっては、下記事項を盛り込むこと。
ア）自治体の男女平等行動計画の策定および北京宣言、男女共同参画2000年プラン、男女共同参画社会基本法を踏まえた行動計画の見直しを行うこと。
イ）自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を進め、当面の最低目標値を40％とし、50％をめざすこと。また、登用段階で女性の少ない職名指定等、結果として女性を排除することのないよう公正な運用を行うこと。
（２）「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

	回　　　答
	男女が対等なパートナーとして町の政策形成や意志の決定に参画できるよう、公的審議会、各種委員会等の女性の登用率が向上するよう努力してきており、現状３０％近い登用率になっていると認識している。引き続き会議等において男女の意見がバランスよく反映されるよう努力していきたい。
社会的価値の実現に資するための契約制度のあり方については、当面は地元業者の育成と地元雇用の創出に努力したい。入札制度のあり方等については引き続き検討したい。




津別保育所 保育士の長野三恵子

	基調講演は、自治労社会福祉評議会の秋野事務局長から保育をめぐる情勢について講演いただきました。連合が提案し、政府が次の通常国会で法制化しようとしている「子育て基金」について説明がありました。　

今は子育て施策の連携が取れていない
現在の次世代育成支援は、施策ごとに財源構成が異なっています。例えば、育児休業給付は、事業主と労働者が折半で拠出する保険
	
	
	料から成っています。育児休業と裏表の関係にある保育には公費と利用者負担しか入っていません。また、事業主の拠出からなる児童育成事業は、病児保育などの通常保育の周辺はカバーしていますが、通常保育には事業主拠出が入っていません。
このため、施策間の連携が十分に取れず、サービス・給付が一体的に提供できていないのが実態です。
【次号につづく】





















































































































































2010男女平等統一闘争「町職の課題」


① 2009年の育児・介護休業法改正に伴う条例改正【労使交渉済み：６月定例議会で予定】


② 2011年度の女性職員の採用について要求


【人員確保闘争において労使交渉済み】


③ 春闘期の「男女平等統一要求書」の当局回答の


周知と今後の課題の整理【教宣とアンケートなどの取り組み】


④ 啓発活動【セクシャルハラスメント、モラルハラスメント防止の自己点検…検討中】


⑤ 統一闘争「行動指標８項目」の点検活動























５月９日、札幌市で開催の「全道保育集会」と「ナショナルミニマム・キャンペーン集会」に参加いただいた児童館 指導員の百瀬考幸さんと津別保育所 保育士の長野三恵子さんの報告です。（第４回）








